
（1面） 平成26年度事務事業評価シート 平成 26 年 6 月 18 日 作成

備　　考

中事業に含まれる小事業の方向性（⇒個別事業の概要は裏面） （千円）

中事業の評価（事務事業の課題、取組状況、今後の方向性）

○ ○ ○ ○

主管課 学務課 関連課 教育総務課

分野名 学校教育

事務事業 □サービス部門
教育-23 給食事務

№/名　称 ■支　援　部 門

目標
学校教育の役割の充実、効率化

（目標値）

人口等のデータ

データ区分 25年度 24年度 23年度

人　　　口 177,895人 177,224人 177,204人 ・各年4月1日
（住民基本台帳）
・各年5月1日

世　帯　数 80,295世帯 79,669世帯 79,217世帯

事業の対象者数 8077人 8095人 8070人

（一般財源）
運営資源状況

決算値（千円） 216,300 222,501 245,195

216,300 222,501 245,195

人員配置数 5.0人 4.3人 4.3人

人 件 費（千円） 38,685 34,366 37,636

市民１人当りの経費（円） 1,433 1,449 1,596

協働のパートナー

対象者１人当りの経費（円） 31,569 31,732 35,047

282,831

（国　・　県）

（負担金等）

　ベンチマーク（県内
外自治体や民間団体

との比較値）

団体名⇒ 鎌倉市 藤沢市 茅ヶ崎市 平塚市

事務事業
運営経費

総事業費（千円） 254,985 256,867

小田原市

地場産品使用割合 13.4% 8.3% 16.6% 13.4% 14.8%

逗子市

小学校給食における

4.7%

（月間）（25年12月）

指　　標 評価 年度 22年度 23年度

12.0%

◎目標を達成　○目標に向かって前進
△横ばい　×後退

実績値 10.5% 14.7% 12.7% 13.4%

24年度 25年度 最終年度（27年度）

小学校給食における地場産品使用割合
（各年12月）

◎
目標値 13.0% 14.0% 12.0% 12.0%

今後の
方向性

理由
・手法

H25小事業名 H25決算値 H26小事業名 H26予算額 A：充実・拡大 B：現状継続 C：改善・見直しD：統合縮小 E：廃止・休止

給食事務 216,300 小学校給食事務 194,331
今後の
方向性

A
理由
・手法

小学校において、安全で安定した学校給食を
実施するため、給食用機器類の更新を図り、
衛生検査や調理員に対する研修会を開催し、
給食調理場の安全作業環境の維持に努める。
また、学校栄養職員による食育の推進するた
めの支援を行う。

今後の
方向性

理由
・手法

今後の
方向性

今後の方向性
（課題解決に向けた取組

・H26予算への反映）

・給食調理業務の委託化については、現時点では直営維持で行うが、今後の児童数の変化や、委託に対する社会状
況の変化などを検証しながら、長期的な調理体制の再構築を図る必要がある。
・食物アレルギー対応マニュアル暫定版を正式なものとし、市立小学校で各校の対応マニュアルを定める。平成27年
度入学生から対応ができるよう取り組む。
・中学校給食の実施は、平成29年度の開始に向けて制度設計に取り組む。平成27年度から、人員配置を含めた予算
措置を行っていく。

A：充実・拡大
B：現状継続
C：改善・見直し
D：統合縮小
E：廃止・休止

Ａ

※□事業完了

未解決の課題
・食物アレルギー対応については、国からの通知により、対応マニュアルを修正が必要になる。
・中学校給食開始に向け制度設計を行う必要がある。

中事業の評価 適切＝〇要改善＝△（２面「評価の視点」を参照） ①効率性 ②妥当性 ③有効性 ④公平性

H25年度の課題

・小学校給食の正規調理員1校2名体制が確保するための関係機関との協議を進める。
・給食食材の産地公表と放射性物質濃度測定結果を公表する中で、地産地消と食材の安全性の確保とのバランス。
・食物アレルギー対応の充実。
・中学校給食実施に向けての調査・検討。

課題解決のための取組

・給食調理業務直営校の2名体制について、新規採用によるか委託化により対応するか検証を行ったところ、直営維持が費用対
効果の面で効果的であるとの結論に達したため、給食調理員2名の採用を行った。（平成26年4月1日採用）
・地産地消については、放射性物質濃度の測定を行い、安全性を優先して事業を実施した。
・学校給食に係る食物アレルギー対応については、これまでの対応をより充実させるために、教育委員会として新たな食物アレ
ルギー対応マニュアルの作成に取り組み、暫定版の作成を完了した。
・中学校給食は第3次鎌倉市総合計画第3期基本計画前期実施計画に重点事業として取り組むこととなった。

取組の結果
□解　 決
■未解決

理由
・手法

評価者名 学務課担当課長 廣川　智久

今後の
方向性

理由
・手法



（2面） 小事業・個別事業の評価
評価のポイント

(単位：千円）

小事業名 事業概要
【小事業の評価】　評価⇒適切＝○ 、要改善＝△

①効率性 ②妥当性 ③有効性 ④公平性

評価の
視点

①効率性 事業費や人件費に削減余地はないか。 ②妥当性
事業の目的と政策・施策体系の目標とが整合しているか。法的な根拠や公的関与の妥
当性はあるか。

③有効性 事業の成果が得られているか。事業を休止・廃止した場合影響があるか。 ④公平性 受益機会が偏っていないか。受益者負担は公平・公正か。

給食事務

 安全で安定した学校給食を実施するため、給食用機器類の更新を図り、衛生検査や調理員に対する研修会を開催し、給食
調理場の安全作業環境の維持に努める。また、学校栄養職員による食育の推進するための支援を行う。

○ ○ ○ ○

主
な
個
別
事
業

ザイムスコード 個別事業名 25年度当初予算

○ ○

1118

1118

1118

1118

25年度決算値
【個別事業の評価】　評価⇒適切＝○ 、要改善＝△

①効率性 ②妥当性 ③有効性 ④公平性

1118 安全衛生研修会報償費 20 10 ○ ○

1118

1118

1118

2,709

3

昇降式熱風保管庫備品購入費（１台）

フードスライサー備品購入費（２台）

フライヤー備品購入費（２台）

冷蔵庫備品購入費（４台）

冷凍冷蔵庫備品購入費（３台）

器具用熱風保管庫他備品購入費

神奈川県学校給食振興期成会負担金

○

○

○

○

○

○

※事業完了

※□

小事業名 事業概要
【小事業の評価】　評価⇒適切＝○ 、要改善＝△

①効率性 ②妥当性 ③有効性 ④公平性

25年度決算値
【個別事業の評価】　評価⇒適切＝○ 、要改善＝△

①効率性 ②妥当性 ③有効性 ④公平性

主
な
個
別
事
業

ザイムスコード 個別事業名 25年度当初予算

※事業完了

※□

小事業名 事業概要
【小事業の評価】　評価⇒適切＝○ 、要改善＝△

①効率性 ②妥当性 ③有効性 ④公平性

25年度決算値
【個別事業の評価】　評価⇒適切＝○ 、要改善＝△

①効率性 ②妥当性 ③有効性 ④公平性

主
な
個
別
事
業

ザイムスコード 個別事業名 25年度当初予算

※事業完了

※□

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

1118

1118

1118

1118

1118

1118

1118

1118

1118

1118

1118

1118

1118

1118

1118

1118

1118

1118

3,753

923

100

718

24

68

339

25,640

20,928

23,910

18,561

22,520

25,022

20,013

23,100

669

14,448

2,914

2,510

1,785

1,575

1,449

2,609

3

給食用補充食器等消耗品費

放射性物質測定用食材消耗品費

維持修繕料

備品修繕料

医薬材料費

電信料

手数料

深沢小学校給食調理等業務委託料

小坂小学校給食調理等業務委託料

山崎小学校給食調理等業務委託料

今泉小学校給食調理等業務委託料

玉縄小学校給食調理等業務委託料

西鎌倉小学校給食調理等業務委託料

腰越小学校給食調理等業務委託料

第一小学校給食調理等業務委託料

給食管理システム賃借料

スチームコンベクション備品購入費（５台）

食器洗浄機備品購入費（１台）

23,910

18,561

22,520

25,022

20,013

23,100

670

30,000

2,507

2,169

100

600

25

73

387

25,640

20,928

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○


